
○総合コスト縮減率の内訳（国立大学法人等・文部科学省）

１）工事コストの低減のこれまでの経緯
　　　　（平成９年度～平成１４年度（基準年：平成８年度））

H9年度 H10年度 H11年度 H12年度 H13年度 H14年度
2.3% 5.2% 7.5%
9.4% 0.9% 12.1%
2.6% 6.0% 9.5%
9.7% 1.7% 14.1%

　注１） 縮減率は、平成８年度における標準的な公共事業のコストを基準とし、各年度毎に、施策適用がなかった

　　 場合における仮想的な工事積算額と実際の積算額との比較により効果を計上している。

  注２） 表中H9年度からH11年度の上段は文部省、下段は科学技術庁である。

２）総合コスト縮減率（平成１５年～（基準年：平成１４年度））

H15年度 H16年度

7.3%

8.3%

2.5% 8.3%

3.7% 9.3%
　注１） 縮減率は、平成１４年度における標準的な公共事業のコストを基準とし、各年度毎に、施策適用がなかっ

　  　　  た場合における仮想的な工事積算額と実際の積算額との比較により効果を計上している。

　注２） H１５年度については、文部科学省として国立大学等を含めた縮減率にて計上している。

３）平成１６年度における総合コスト縮減率の内訳

6.2% 0.0% 0.0% 2.0% -0.9% 7.3% 8.3%

9.2% 0.0% 0.0% 0.0% -0.9% 8.3% 9.3%
注） 縮減率は、平成１４年度における標準的な公共事業のコストを基準とし、施策適用がなかった場合における

　　 仮想的な工事積算額と実際の積算額との比較により効果を計上している。

　　 四捨五入の関係で数値が合わないことがある。
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４）建設物価等の推移（対平成１４年度）

△ 0.6% 0.8%
建設資材 0.1% 5.4%

建設物価 建設機械 △ 3.6% △ 3.8%
等の推移 労務単価 △ 3.9% △ 6.5%

加重平均 △ 1.4% △ 0.1%
企業物価
指数下落
を除いた
建設物価

等の推移 加重平均 △ 0.2% 0.9%
注） 最下段の数値が、「間接１」の実績（コスト縮減対策の対象となっていない労務単価の低減及び

物価変動要因（企業物価指数の変動）を除いて推測したもの）

企業物価指数(国内)
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